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地域活性化起業人

※1 三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
 三大都市圏外の政令市、中核市及び県庁所在市も対象に

【企業派遣型】
   ・企業と自治体が協定を締結
   ・受入自治体区域内での勤務日数が月の半分以上
・派遣期間は6か月から３年 など

社
員
個
人

民間企業

【副業型】
   ・企業に所属する個人と自治体が契約を締結
 ・受入自治体における現地滞在日数は月１日以上
   ・勤務日数・時間 月4日以上かつ月20時間以上
 ・契約期間は6か月から３年

地方自治体
① 三大都市圏外の市町村
② 三大都市圏内の市町村のうち条件不利地域など

（対象：1,433市町村）
協定締結

三大都市圏や政令市・中核市・県庁所在市（※1）に所在する
企業、社団等

給与等の
 一部負担な ど

 企業の社会貢献（市町村との連携協定の具体的方策として活用など）
 社員のスキルアップ（提携先市町村を通じた地域企業とのネットワーク形成など）
 シニア社員の退職後の新たな活躍の場として 【R7.4～新規：地域活性化シニア起業人】

即戦力人材
（ ノ ウ ハ ウ ・ 知見）

地域活性化シニア起業人
※要件は副業型と同一

～企業で活躍したシニア層を課題解決の即戦力に～

シ
ニ
ア
個
人

契約締結

【副業型】 【シニア起業人】

・ 期間中に要する経費を、契約に基づき
自治体が一部負担
（国は自治体に対して、
報償費 上限100万円/人 

 ＋旅費 上限100万円/人
（合計の上限200万円/人) を支援）

  【企業派遣型】

 ・ 社員の給与等の経費を、協定に基づき
自治体が一部負担
（国は自治体に対して上限610万円/人を支援）
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新潟県
スタンプ



起業人本人の顔が
分かる写真

⑨ 土木（土木管理・道路橋りょう・河川・住宅・空き家対策等）

【年 齢】 37歳

【活動時期】 R４.５～

【入社年度】 Ｒ２年入社
勤務年数４年（R５.４.１時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・入社後は企画開発の責任者として、開発案件を手掛け、
2022年度グッドデザイン賞を会社初受賞
・空き家解決事業「アキサポ」の責任者を兼務し、空き家
活用事業を推進
・空き店舗をシェアキッチンにしたプロジェクトでは、ク
ラウドファンディングにて資金調達を実施し、900％達成

【メディア等の取材連絡先】三条市環境課
（メールアドレス）kankyo@city.sanjo.niigata.jp（電話番号）0256-34-5435
【活動の様子を発信しているSNS・ブログなど】
（Twitter）https://twitter.com/atelierKOH
（Instagram）https://t.co/32nHeTzVO8
【派遣元企業の担当者連絡先】株式会社ジェクトワン人事総務部
（メールアドレス）jinjisomu@jectone.co.jp （電話番号）03-6427-9834

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●空き家の相談が激増

●空き家バンクリニューアル＆登録数を５倍に

●（一社）燕三条空き家活用プロジェクトを設立し、
2023年度グッドデザイン賞受賞

団体の取組として、商店街の空き家を活用
し、シェアテナント＋お試し移住の宿＋移
住者住宅を組み合わせた複合交流拠点「三-
Me.」をオープンし、2023年度グッドデザ
イン賞を受賞

事例№53

株式会社ジェクトワン 熊谷 浩太 新潟県 三条市×

空き家相談窓口を設置し、啓発ポスターや
チラシを配布したほか、これまで計9回のセ
ミナー・無料相談会の開催（延べ400人参
加）等により、空き家の相談が500件以上寄
せられている。

空き家バンクのWEBページのデザインから
機能まで様々な見直しを行い、より利用し
やすいサイトを構築したほか、登録物件の
掘り起こしを行い、登録数が就任前の20件
から100件以上に増加した。

https://twitter.com/atelierKOH
https://t.co/32nHeTzVO8


⑩ ＤＸ（自治体ＤＸ・地域ＤＸ）

【年 齢】 33歳

【活動時期】 R5.10～ R7.9予定

【入社年度】 H26年入社
勤務年数9年（R5.11.13時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・法人向け社内ネットワークの設計・検証・構築
・法人向けネットワーク機器提供サービスの技術検討
・ゼロトラスト含む法人向け次期ネットワーク構想策定

におけるコンサルティング業務

【メディア等の取材連絡先】
（メールアドレス）joho@city.sanjo.niigata.jp（電話番号）0256-34-5525

【派遣元企業の担当者連絡先】KDDI株式会社 政策調整部
（メールアドレス）seichou@kddi.com

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●庁内業務の効率化や住民サービスの向上に
向けたDX推進

●庁内ネットワークの適正化及びセキュリティ向上

事例№54

KDDI株式会社 青木 僚児 新潟県 三条市×

庁内業務の効率化や住民サービスの向上に
おけるDX適用の検討と推進を行う。
現状把握と業務棚卸しの後に令和6年度以降
に改善活動に着手していく予定。

クラウド活用や災害時の業務継続性に即し
た庁内ネットワークの構成検討及び情報セ
キュリティ向上に際してのアドバイザリー
対応を行う。

●ICT・情報セキュリティ業務全般の情報提供及び人材育成

ＩＣＴ・情報セキュリティ業務全般に関する技術・製品・市場動向の情報提
供と職員を対象にデジタル人材育成研修などを行う。

写真提供：ケンオー・ドットコム



⑩ ＤＸ（自治体ＤＸ・地域ＤＸ）

【年 齢】 49歳

【活動時期】 R５.４～ R６.３

【入社年度】 H26年度入社
勤務年数9年（R5.4.1時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・基幹システムの設計
・社内業務システムの設計・開発・運用・BPR
・RPAを活用したDX
・課題解決プロジェクトの推進、リーダー経験

【企画制作課デジタル戦略室】
yshr.kikuchi@city.ojiya.niigata.jp

【小千谷市公式HP】
https://www.city.ojiya.niigata.jp/
【派遣元企業の担当者連絡先】合同会社DMM.com 地方創生事業部
（メールアドレス）chihou-sousei@dmm.com

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●標準化対応の聞き取り実施中

事例№55

合同会社DMM.com 菊地 康宏 新潟県 小千谷市×

各課の標準化対応を聞き取りし、業務の効率化を目指した運用フローの設計、
または開発予定。

●番号発券機の導入

新たに、市民生活課を中心に番号発券機を導入支援
※工事は令和５年11月

●オンライン手続きの拡充

ぴったりサービス等におけるオンライン手続きの拡充

●窓口改革支援

「書かない」「待たない」「迷わない」窓口の
実現に向けた支援

●HP分析

市公式HPのSEO対策等の支援

mailto:yshr.kikuchi@city.ojiya.niigata.jp
https://www.city.ojiya.niigata.jp/
mailto:chihou-sousei@dmm.com


① 総務（政策調整・行政改革・公有財産利活用等）

【年 齢】 47歳

【活動時期】 令和5年5月から

【入社年度】 平成23年入社
勤務年数12年（令和5年10月時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・基礎自治体ファシリティの利活用推進
・官民連携（PPP）を活用した自治体運営
・持続可能なまちづくり
・データを活用した政策推進（EBPMやKPI設定）
・建設コンサルタントとしての自治体問題解決提案

【メディア等の取材連絡先】
加茂市総務課政策推進室政策推進係

（メールアドレス）ppo@city.kamo.niigata.jp
（電話番号）0256-52-0080 内線353
【派遣元企業の担当者連絡先】
（メールアドレス） eigyo-ni@oriconsul.com （電話番号） 025-244-7881
（派遣元企業HP） https://www.oriconsul.com/

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●社会価値を創造する担い手として

●位置情報データを活用した公共施設の適正化

●新たな魅力の創出に向けた市民ニーズの把握

市民や各種ステークホルダーとのワーク
ショップ及びアンケート調査等を通して、定
性情報の把握に取り組んでいます。
こうして得られた市民ニーズに応えるための
サービスや機能を提供する仕組みづくりに取
り組んでいます。

事例№56

株式会社オリエンタルコンサルタンツ 江川 等章 新潟県 加茂市×

GPSデータを含む定量情報の活用により、市
内の公共施設の利用状況について分析を行い、
利用者属性を踏まえた利活用の推進や、重複
する機能やサービス供給量等、LCCを適正す
るためのアクションプランのエビデンスづく
りに取り組んでいます。

社会価値創造推進員として、加茂市総合計画
で掲げた「笑顔あふれるまち」の実現に向け
て、これまで培ってきた官民連携やデータ活
用のノウハウを用いた計画づくり等、持続可
能なまちづくりや効率的・効果的な地域活性
化に取り組んでいます。

mailto:ppo@city.kamo.niigata.jp
mailto:eigyo-ni@oriconsul.com
https://www.oriconsul.com/


⑧ 地域経済活性化・雇用対策・人材育成・企業誘致等

【年 齢】 36歳
【活動時期】 R5.4～ R8.3
【入社年度】 R2年入社

勤務年数3年（R5.4.1時点）
【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・「地域にとって持続可能なイノベーションモデル」の創
出・促進
・個社別のDX推進に向けて 企業の人材採用や兼業副業に
関する制度構築
・企業間連携及び協創による新規事業、新技術創出
・新潟県イノベーション施設NINNOとの連携による企業間
の交流促進、課題解決支援

【メディア等の取材連絡先】
燕市役所 商工振興課 松本

（メールアドレス）syoko@city.tsubame.lg.jp
（電話番号）0256-77-8232
【派遣元企業の担当者連絡先】

新潟支社長 石川 翔太
（メールアドレス）ishikawa@edoa.co.jp
（電話番号）080-3441-1414

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●「VISION SUMMIT 2023」

●「TSUBAME EMPOWERMENT DAY」

講師： ㈱イードア新潟支社長 石川氏

主催：燕市

内容：若手社員向け研修。「燕市ってこう
なっていけばいいよね！」という視点を横
の繋がりで集め、若手のチカラに変えてい
くことを目指した。

事例№57

株式会社イードア 西谷 恵介 新潟県 燕市×

講師： ㈱イードア新潟支社長 石川氏

主催：燕商工会議所 青年部（共催：燕市）

内容：若手経営者が自社でも経営理念（ビ
ジョン）を考えるまたは策定のきっかけと
して頂き、熱量ある企業に対して支援を行
う。



⑭ 広報業務

【年 齢】 39歳

【活動時期】 R３.４～ R６.３

【入社年度】 H18年入社（全日本空輸(株)入社）
勤務年数17年（R５.４.１時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・客室乗務員として国内線、国際線を乗務
・企業でのキャビンアテンダントのノウハウを生かし、

市のシティプロモーションにおける各種調整やマネジ
メント、情報発信全般に関する業務に従事

・派遣元企業のネットワークを活かした燕市のPR

【メディア等の取材連絡先】
燕市役所 広報秘書課 広報広聴係
（メールアドレス）koho@city.tsubame.lg.jp （電話番号）0256-77-8363

【派遣元企業の担当者連絡先】
地域創生部 事業計画チーム 担当者 尾花
（メールアドレス）h.obana@ana-akindo.co.jp （電話番号）050-3756-6339

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●市内外向けの情報発信

●ANAと連携した地域PR

事例№58

ANAあきんど株式会社 髙橋 佳美 新潟県 燕市×

市の公式SNSを活用し、市政情報などの発信。

【公式LINE】

・イベント告知や生活情報を平日の毎日発信

・リッチメニューのリニューアルやごみ収集

アラート、スタンプラリー企画などの各種機

能の充実を図っている。

・令和3年4月から令和5年9月までの間に、公

式LINEの友だち登録者を8,228人増の12,958

人とし、市民の約17%まで利用者を拡大。

【公式X(旧Twitter)】

平日の毎日更新。イベント情報をはじめ、市

内の風景などを写真や動画を配信。

・客室乗務員の仕事、これまでの経験などをもとに、
おもてなし講座やキャリア教育として学校・市役所
事業内で講演。
・地場産業振興センターの物産展にANAブースを
出展。地場産業であるものづくりの素晴らしさ地元
向けにPR。



起業人本人の顔が
分かる写真

⑤ 観光振興・観光誘客対策・DMO設立等

【年 齢】 54歳

【活動時期】 R4.4～ R6.3

【入社年度】 H4年入社
勤務年数31年（R5.4.1時点）

【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】
・法人事業、教育旅行営業
・提携店販売支援業務（個人・団体）
・営業マネジメント
・地域統括マネジメント、店舗営業支援
・国内、海外旅程管理（添乗）業務

【メディア等の取材連絡先】佐渡市役所総務部総務課 課長補佐 金子 一生
（メールアドレス）s-somu@city.sado.niigata.jp （電話番号）0259-63-3111

【活動の様子を発信しているSNS・ブログなど】無し

【派遣元企業の担当者連絡先】ＪＴＢグループ本社 人事チーム 佐伯 謙司郎
（メールアドレス） k_saeki502@jtb.com（電話番号）03-5796-5829

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●取組内容タイトル１

●取組内容タイトル２

●取組内容タイトル３

『冬季宿泊プラン 旅行商品の造成』
高級食材を付加した宿泊プラン
地元食材の昼食券つきプラン
首都圏向け2泊3日プランを販売促進

事例№59

株式会社ＪＴＢ 田辺 浩樹 新潟県 佐渡市×

取組内容が
分かる写真など

取組内容が
分かる写真など

『インバウンドプロモ－ション』
高付加価値体験コンテンツの開発
在外旅行会社向けの企画書作成
外国人モニタ－ツア－催行・受入

『持続可能な観光地づくり』
庁内各課とプロジェクト発足
意見交換会の主催
ビジョン戦略の策定

取組内容が
分かる写真など

http://web21.city.sado.niigata.jp/web21/groupware/asp/mail/Mail_to.asp?mode=external_input&mail_to=k%5Fsaeki502%40jtb%2Ecom


加藤 正也
【年 齢】 59歳
【活動時期】 R4.9 ～ R6.8
【入社年度】 S62入社 勤続年数36年（R5.10.1時点）
【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】

• 北関東での飲料営業統括。主な得意先はスーパー・
ホームセンター等。相手先との関係構築

• 若手社員との新規事業の発掘と推進
• 管理職マネジメント及び組織運営

【メディア等の取材連絡先】佐渡市役所総務部総務課 課長補佐 金子 一生
（メールアドレス） s-somu@city.sado.niigata.jp （TEL）0259-63-3111
【活動の様子を発信しているSNS・ブログなど】
・新潟県佐渡市ふるさと納税特設サイト

【派遣元企業の担当者連絡先】サントリーホールディングス（株）
職域開発・企画グループ 榊原

（メールアドレス）Miya_Sakakibara@suntory.co.jp（電話番号）03-5579-1130

●新規商品数増と事業者との関係構築

●プロモーション

●納税額結果と計画

• 令和４年度 納税額実績 4.23億円 前年対比109%
• 令和５年度 納税額 計画 ６億円 前年対比142%

• 令和５年度 4~9月 実績 2.3億円 前年対比240%(途中経過)

事例№60

サントリーホールディングス株式会社 加藤 正也 新潟県 佐渡市×

• 新規返礼品数 ２８８品増（令和４年度)
ー 令和４年度1,021品掲載 ー

• 販売方法の工夫「先行販売」の導入
• Paypay商品券・旅行商品等のコト商品の拡大
• 事業者への情報発信・勉強会の実施
• ファン作りの為の納税者向けチラシ配布

• 佐渡らしいプロモーションでふるさと納税をPR
• ポータルサイト画像のブラッシュアップ
• 年末最盛期に向けたリスティング広告の投入

⑩ ＤＸ（自治体ＤＸ・地域ＤＸ）

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

https://www.visitsado.com/furusato/?utm_source=banner&utm_medium=onsite&utm_campaign=navi_top


⑩ ＤＸ（自治体ＤＸ・地域ＤＸ）

中川 裕（右）
【年 齢】 42歳
【活動時期】 R4.4 ～ R6.3
【入社年度】 H18入社 勤務年数17年（R5.10.16時点）
【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】

• IoT等の新規ビジネスの事業化を通し、ビジネスモデ
ル・スキームの確立、ビジネス戦略の立案・実行、
パートナー企業との共創実現

• システムインテグレーションプロジェクトのマネジメ
ント経験（QCD・リスク管理、ステークフォルダ調整
等）

【メディア等の取材連絡先】佐渡市役所総務部総務課 課長補佐 金子 一生
（メールアドレス） s-somu@city.sado.niigata.jp （TEL）0259-63-3111

【活動の様子を発信しているSNS・ブログなど】
・デジタル活用構想・佐渡市デジタル化推進検討懇談会

【派遣元企業の担当者連絡先】
富士通Japanソリューショントランスフォーメーション本部 天野 隆興

（メールアドレス）t-amano@fujitsu.com（TEL）090-1499-4484

連絡先

取組内容・成果地域活性化起業人 基本情報

●くらしのデジタル化

●産業・おもてなしのデジタル化

●庁内のデジタル化

• 基幹業務システムの統一・標準化対応
＜計画立案・推進＞

• 事務手続きにおける効率化・高度化＜書かな
い窓口システム、グループウェア刷新、イン
ターネット接続環境の刷新＞

• デジタル人材育成＜育成計画策定、研修プロ
グラム実現＞

事例№61

富士通Japan株式会社 中川 裕・桃原里沙 新潟県 佐渡市×

• マイナンバーカード活用に
よる市民サービス向上に繋
がるデジタル施策の企画・
導入＜オンライン申請環境
整備＞

• 防災や市民生活に関連する
情報配信におけるデジタル
活用の企画・導入＜LINE公
式アカウントのリッチメ
ニュー化＞

• 島民の健康寿命延伸に向け
たデジタル技術の活用の企
画・導入＜健幸ポイントの
デジタル化企画＞

桃原 里沙（左）
【年 齢】 29歳
【活動時期】 R4.3 ～ R6.3
【入社年度】 R2入社 勤務年数3年（R5.10.16時点）
【派遣元企業での業務や培ったノウハウ等】

• 農水領域のお客様向け新規システム導入、業務リーダ
―としてプロジェクト推進・管理

• 自治体新規事業の企画

●共通 • デジタル活用構想・計画の策定

• 観光客／島民の移動に関する新た
なサービス、キャッシュレス化の
実現に向けた取り組みへの参画

• 農業、漁業等の一次産業に関する
デジタル化の取り組みへの参画

https://www.city.sado.niigata.jp/soshiki/2002/50841.html
https://www.city.sado.niigata.jp/site/fuzokukikan/39158.html
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